
姶良市中小企業者空き店舗等家賃補助金交付要綱【概要版】 

 

姶良市では、空き店舗等を賃借して事業を開始しようとする事業者に賃借料の一部を補

助しています。 

 

 

［補助対象地域］ 

  姶良市内全域 

 

［対象業種］ 

  別表のとおり 

 

［補助対象経費］ 

  店舗の賃借料（共益費、管理費、敷金、礼金及び保証料を除く。） 

 

［補助金の額］ 

月々の店舗家賃の３分の２以内（月額６万円が上限） 

※ 1,000 円未満は切り捨てとなります。 

 

［対象期間］ 

補助金交付の対象期間は、交付決定月から最大 12 か月となります。 

 

［主な対象条件］ 

〇 本市内にある１か月以上継続して空いている空き店舗等を活用すること。 

○ 市町村税の滞納がないこと。 

○ 姶良市商工会の会員であること。 

○ 過去に当補助金の交付を受けていないこと。 

○ 当該事業が現に本市内で営業している店舗を移転して行うものでないこと。 

○ １日３時間以上、かつ、週５日以上営業すること。 

○ 当該事業を開始する日から起算して１年以上継続することができる見込みがあること。 

○ 事業開始後６か月以内に申請すること。 

 

  



［申請方法］ 

申請方法につきましては、姶良市ホームページに記載されております申請書をご使用く

ださい。 

また、詳細については、姶良市商工観光課までお気軽にお問合せください。 

 

【申請時に必要な書類】 

・ 申請書（指定の様式） 

・ 姶良市商工会から支援を受けて作成した事業計画書（指定の様式） 

・ 補助事業の業種が分かる書類の写し 

・ 空き店舗等の賃貸借契約書の写し及び当該空き店舗等の写真 

・ 市町村税の滞納証明書（滞納のない証明書） 

・ 商工会長の推薦状 

・ その他市長が必要と認める書類 

 

［お問い合わせ先］ 

姶良市役所 企画部 商工観光課 企業商工係 

鹿児島県姶良市宮島町 25 番地 

ＴＥＬ：0995-66-3145（直通） 

 

  



別表（第３条関係） 

対象業種一覧 

大分類 中分類 小分類 

卸売業、小売業 各種商品卸売業 いずれが主たる販売商品であるか

かが判別できない事業所 

 各種商品小売業 いずれが主たる販売商品であるか

が判別できない小売業 

 織物・衣類・身の回り

品小売業 

⑴ 呉服・服地・寝具小売業 

⑵ 男子服小売業 

⑶ 婦人・子供服小売業 

⑷ 靴・履物小売業 

⑸ その他の織物・衣服・身の回

り品小売業 

 飲食料品小売業 ⑴ 各種食料品小売業 

⑵ 野菜・果実小売業 

⑶ 食肉小売業 

⑷ 鮮魚小売業 

⑸ 酒小売業 

⑹ 菓子・パン小売業 

⑺ その他の飲食料品小売業 

 機械器具小売業 ⑴ 自動車小売業 

⑵ 自転車小売業 

⑶ 機械器具小売業（自動車、自

転車を除く。） 

 その他の小売業 ⑴ 家具・建具・畳小売業 

⑵ じゅう器小売業 

⑶ 医薬品・化粧品小売業 

⑷ 農耕用品小売業 

⑸ 燃料小売業 

⑹ 書籍・文房具小売業 

⑺ スポーツ用品・がん具・娯楽

用品・楽器小売業 

⑻ 写真機・時計・眼鏡小売業 

⑼ 他に分類されない小売業 

宿泊業・飲食サービス業 宿泊業 ⑴ 旅館、ホテル 

⑵ 簡易宿所 

 飲食店 ⑴ 食堂、レストラン（専門料理

店を除く。） 



⑵ 専門料理店 

⑶ そば・うどん店 

⑷ すし店 

⑸ 酒場、ビヤホール 

⑹ 喫茶店 

⑺ ハンバーガー店 

⑻ お好み焼・焼きそば・たこ焼

店 

 持ち帰り・配達飲食

サービス業 

持ち帰り飲食サービス業（配達飲

食サービス業を除く。） 

生活関連サービス業・娯楽業 洗濯・理容・美容・浴

場業 

⑴ 洗濯業（リネンサプライ業を

除く。） 

⑵ 理容業 

⑶ 美容業 

⑷ 一般公衆浴場業 

⑸ その他の公衆浴場業 

⑹ エステティック業 

⑺ リラクゼーション業（手技を

用いるもので医業類似行為を

除く。） 

⑻ ネイルサービス業 

 

 

その他生活関連サー

ビス業 

⑴ 旅行業 

⑵ 衣服裁縫修理業 

⑶ 写真プリント、現像・焼付業 

 娯楽業 ⑴ 映画館 

⑵ 劇場 

⑶ スポーツ施設提供業 

教育・学習支援業 その他の教育、学習

支援業 

⑴ 学習塾 

⑵ 教養・技能教授業（音楽、書

道、生花・茶道、そろばん、英

会話、スポーツ等） 

医療・福祉 医療業 施術業 

備考 対象業種は、統計法（平成 19 年法律第 53 号）第２条第９項に規定する統計基準で

ある日本標準産業分類（令和５年総務省告示第 256 号）を参考とする。 


